公益財団法人大阪府文化財センター低入札価格調査失格判断基準

(１) 目的 

公益財団法人大阪府文化財センター（以下「センター」という。）では、安易なダンピング受注を防止するため、低入札価格調査制度を導入し、低入札価格調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）を下回る価格で入札する場合に、低入札価格調査に必要となる資料（以下「調査資料」という。）の提出を義務付けているが、より一層のダンピング受注対策の徹底ならびに品質確保を図るため、当該入札を失格とする「失格基準価格」ならびに「失格判断基準」を策定する。 

(２) 内容 

１）従来の調査基準価格の下に、(３)に示すとおり「失格基準価格」を設ける。 

２）低入札価格調査にて「調査資料」の不備による失格判断を適正に行うため、(４)に示すとおり失格となる「失格判断基準」を定める。 

３）この失格となる「失格基準価格」ならびに「失格判断基準」を発注する工事の入札説明書に記載するとともに、入札執行の際に入札参加者に周知するものとする。 

(３) 失格となる基準価格 

調査基準価格を下回る価格をもって入札した者の当該入札に係る価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないと判断する基準価格（以下「失格基準価格」という。）を設けることとし、失格基準価格未満の価格にて入札した者の入札は、失格とする。 

失格基準価格は、大阪府総務部契約局建設工事予定価格等算定要領に準拠し、失格基準価格算定基礎額にランダム係数処理を行い算出した額とする。

失格基準価格算定基礎額は次に定める合算額により算出した額とする。ただし予定価格算出基礎額に１０分の７を乗じて得た額を下限とする。

① 税抜設計金額を構成する直接工事費の額に１０分の８．５を乗じて得た額

② 税抜設計金額を構成する共通仮設費の額に１０分の７を乗じて得た額

③ 税抜設計金額を構成する現場管理費の額に１０分の７を乗じて得た額

④ 税抜設計金額を構成する一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じて得た額

(４) 失格となる判断基準 

調査基準価格を下回る価格の入札が行われ、当該入札者から提出された調査資料の調査審査を行う場合において、当該入札を失格と判断するための基準（以下「失格判断基準」という。）を定めることとし、失格判断基準は次に掲げる項目とする。 

１) 調査資料の提出について 

① 調査資料が、指定した期日までに提出されない。 

② 調査資料が、すべて整っていない。 

２）調査の協力について 

① ヒアリングに応じない。 

② 理由の如何を問わず、調査対象者の事情により、センターが指定した日にヒアリングが実施できない。

③ 不適切、不誠実な言動等により調査に非協力的である。 

３）設計数量、材料の品質の確保について 

① 設計図書、仕様書で定める数量ならびに品質・規格を満足していない。 

４）工程表について 

① 指定した工期内に完成する工程表となっていない。 

② 提出された工程表について、的確な説明ができない。 

５）積算内容について 

① 積算内訳が正しく記載されていない。 

イ 工事費内訳書総括表と工事費内訳書の合計額が一致していない。 

ロ 代価表の金額が工事費内訳書に正しく反映されていない。 

ハ 共通仮設費内訳書、現場管理費内訳書の金額が工事費内訳書に正しく反映されていない。 

　　　　 二 施工不能な工法により積算されている。

② 下請負者等の見積額が工事費内訳書・代価表に正しく反映されていない。 

《注意事項：工事費内訳書・代価表には、必ず、下請見積書に記載されている額と同額、もしくは同額以上を計上すること。なお、下請負者等が見積書を提出後、元請負者と下請負者等の間で協議し、下請負者等が見積額の変更を認めた場合は、下請負者等が了解した旨が確認できる書類を添付すること。》 

③ 元請負者が見積もった直接工事費が、予定価格算出の基礎となった直接工事費の額の８５％以上の金額が計上されていない。

④ 労務単価が最低賃金を下回っている。 

⑤ 共通仮設費、現場管理費に必要となる経費が計上されていない。 

　（※　共通仮設費は事業者が見積もった直接工事費の５％未満の場合、現場管理費は事業者が見積もった純工事費の１０％未満の場合は詳細資料の提出を求め確認します。）

⑥ 一般管理費に、元請負者が見積もった工事原価の４％以上の金額を計上していない。 

⑦ 工事費内訳書・代価表が、配付した金抜設計書の形式で作成されていない。 

⑧ 算出方法について的確に説明できない。 

⑨ 下請負額 500万円以上の施工に係る下請見積書を作成した下請負者が、建設業の許可を受けていない。 

《注意事項：下請見積書作成について。》 

イ 施工に係る下請見積書の作成にあたっては、材料費、人件費及び諸経費がわかるように計上すること。 

※施工に係る下請見積書については、調査・審査の迅速化を図るため、出来る限り配付した金抜き設計書形式により作成すること。 

ロ 下請負者は必要とする諸経費を必ず計上すること。 

※下請負者の諸経費とは、下請負者が配置する主任技術者等の給料・諸手当ならびに下請負者が支出する現場経費、本社経費をいう。 

ハ 下請負者が提出した見積書には、下請負者が計上している労務単価・資材単価一覧表、機械損料・賃料一覧表を添付すること。 

（５）附則 

この基準は、平成２２年２月１日から施行する。

附則 

この基準は、平成２３年８月１日から施行する。

附則 

この基準は、平成２４年３月１日から施行する。

附則 

この基準は、平成２５年１０月１日から施行する。
